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資料５－２－２：｢国の研究開発評価に関する大綱的指針｣の改定 

平成２０年１０月３１日 第７７回総合科学技術会議決定 

２．研究開発評価における主な問題点２．研究開発評価における主な問題点

評価結果が生かされず、次の研究開発につながらない。

被評価者や評価者の評価作業での負担感が増大。

評価の視点における国際性の欠如。

２．研究開発評価における主な問題点２．研究開発評価における主な問題点

評価結果が生かされず、次の研究開発につながらない。

被評価者や評価者の評価作業での負担感が増大。

評価の視点における国際性の欠如。

３．改定のポイント３．改定のポイント

（１）評価結果を次の研究開発につなげ、成果の国民社会への還元を迅速化
評価結果を次の研究開発に切れ目なくつなげるために、事後の評価を終了前に実施。
評価結果の研究開発制度・機関間での相互活用等を推進。

（２）被評価者の積極的関与を促進して評価を効率化
被評価者が事前に明確に立てた目標に対して達成度を自己点検し、評価者が確認。
副次的な効果を含めた成果を評価。

（３）研究開発の国際水準の向上や国際競争力強化の視点からの評価を重視
目標や成果を国際的な水準に照らして評価。
外国人研究者を評価者として活用。

各府省は、「国の研究開発評価に関する大綱的指針」（平成17年3月29日 内閣総理大臣決定）に沿った評価
指針等に則って評価を実施。

研究開発力強化法(注)の制定などによる研究開発強化への取組の推進に対応して、より実効性の高い研究
開発評価の実施推進を図るため、今般、見直し検討を実施。

１．改定の経緯１．改定の経緯

（注）研究開発システムの改革の推進等による研究開発力の強化及び研究開発等の効率的推進等に関する法律（平成20年法律第63号）

各府省は、「国の研究開発評価に関する大綱的指針」（平成17年3月29日 内閣総理大臣決定）に沿った評価
指針等に則って評価を実施。

研究開発力強化法(注)の制定などによる研究開発強化への取組の推進に対応して、より実効性の高い研究
開発評価の実施推進を図るため、今般、見直し検討を実施。

１．改定の経緯１．改定の経緯

（注）研究開発システムの改革の推進等による研究開発力の強化及び研究開発等の効率的推進等に関する法律（平成20年法律第63号）

 

 

独立行政法人通則法に基づ
く中期目標評価の実施
（Ｈ１３．４）
国立試験研究機関の独立行
政法人化（Ｈ１３．４）

独立行政法人通則法に基づ
く中期目標評価の実施
（Ｈ１３．４）
国立試験研究機関の独立行
政法人化（Ｈ１３．４）

行政機関が行う政策の評価
に関する法律（政策評価法）
制定（Ｈ１３．６）

行政機関が行う政策の評価
に関する法律（政策評価法）
制定（Ｈ１３．６）

国立大学の独立行政法人化
（Ｈ１６．４）
国立大学法人法による中期
目標評価の実施（Ｈ１６．４）

国立大学の独立行政法人化
（Ｈ１６．４）
国立大学法人法による中期
目標評価の実施（Ｈ１６．４）

政策評価政策評価

独立行政法人評価独立行政法人評価

国立大学法人評価国立大学法人評価

研究開発評価に関連した
評価制度の整備

研究開発評価に関連した
評価制度の整備

第１期科学技術基本計画の策定（H8.7）第１期科学技術基本計画の策定（H8.7）

第２期科学技術基本計画の策定（H13.3）第２期科学技術基本計画の策定（H13.3）

国の研究開発全般に共通する評価の実施方法の
あり方についての大綱的指針（H9.8）
国の研究開発全般に共通する評価の実施方法の
あり方についての大綱的指針（H9.8）

国の研究開発評価に関する大綱的指針
（H13.11）
国の研究開発評価に関する大綱的指針
（H13.11）

第３期科学技術基本計画の策定（H18.3）第３期科学技術基本計画の策定（H18.3）

国の研究開発評価に関する大綱的指針
（H17.3）
国の研究開発評価に関する大綱的指針
（H17.3）

実施状況を
反映して改定

大綱的指針の改定を反映

基本計画の改定内容を
反映して策定

基本計画に基づいて策定

科学技術基本法（Ｈ７年法律第１３０号）の制定（H7.11）科学技術基本法（Ｈ７年法律第１３０号）の制定（H7.11）

国及び研究機関等における研究開発評価の取組
みが本格化
（研究開発機関及び研究開発課題に関する評価の本格的な導入、定着
化を促進）

国及び研究機関等における研究開発評価の取組
みが本格化
（研究開発機関及び研究開発課題に関する評価の本格的な導入、定着
化を促進）

成果を問うだけでなく研究者の挑戦を励ます面を重
視
（改革の方向：
創造への挑戦を励まし成果を問う評価、世界水準の信頼できる
評価、活用され変革を促す評価等を推進
効果的・効率的な評価システム改革の運営等：
評価の不必要な重複の排除、評価の連続性と一貫性の確保、
政策目標を踏まえた評価の推進）

成果を問うだけでなく研究者の挑戦を励ます面を重
視
（改革の方向：
創造への挑戦を励まし成果を問う評価、世界水準の信頼できる
評価、活用され変革を促す評価等を推進
効果的・効率的な評価システム改革の運営等：
評価の不必要な重複の排除、評価の連続性と一貫性の確保、
政策目標を踏まえた評価の推進）

厳正な評価の実施を推進厳正な評価の実施を推進

研究開発評価の導入促進から質的拡充の方向を
提示
（研究開発施策及び研究者等の業績に関する評価も含 め、厳正な評価
の実施を推進）

研究開発評価の導入促進から質的拡充の方向を
提示
（研究開発施策及び研究者等の業績に関する評価も含 め、厳正な評価
の実施を推進）

①評価結果を次の研究開発につなげ、成果の国民
社会への還元を迅速化
②被評価者の積極的関与を促進して評価を効率化
③研究開発の国際水準の向上や国際競争力強化
の視点からの評価を重視

①評価結果を次の研究開発につなげ、成果の国民
社会への還元を迅速化
②被評価者の積極的関与を促進して評価を効率化
③研究開発の国際水準の向上や国際競争力強化
の視点からの評価を重視

国の研究開発評価に関する大綱的指針
（H20.10）
国の研究開発評価に関する大綱的指針
（H20.10）

研究開発力強化法の
制定などに対応

 

出典：内閣府作成 
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資料５－２－３：革新的技術戦略 

平成２０年５月１９日 第７５回総合科学技術会議決定 

 

革新的技術が絶え間なく生み出される環境づくり、特に革新的技術のシーズを生み育てる研究

資金供給、未知の分野に挑戦する人材の確保などを同時に行っておくことが、我が国の成長を持
続可能なものとする上で不可欠である。

●革新的技術のシーズを生み育てる研究資金の供給の実現

●未知の分野に挑戦する人材の確保

「革新的技術」とは、他国の追随を許さない世界トップレベルの技術で、持続的な経済成長と
豊かな社会の実現を可能とするものであり、 「産業の国際競争力強化」、「健康な社会構築」、
「日本と世界の安全保障」の観点から、「革新的技術」が選定されている。

また、「革新的技術」の推進のための新たな仕組みの整備として、以下を実施する。

●革新的技術推進費の創設

●「革新的技術」に係る研究開発のマネジメント

●「スーパー特区」制度等を活用した革新的技術モデル事業の実施

＜革新的技術の戦略的推進＞

＜革新的技術を持続的に生み出す環境整備＞

 

 

◎社会全体のイノベーションに結び付ける
技術開発戦略の展開
◎技術シーズを特定し、スピード感を持って発展させ、
イノベーション創出につなげる
◎資源・環境等の制約要因を転じて成長力につなげ、
世界との競争に打ち勝つ

・世界トップレベルの技術

・経済社会に大きな波及効果
をもたらすことが期待される
技術

●革新的技術とは

持続的な経済成長
と

豊かな社会の実現

●目標

○高速大容量通信網技術
（オール光通信）

○電子デバイス技術
（スピントロニクス、３次元半導体、
カーボンナノチューブ、ＭＥＭＳ（※２）集積化）

○組込みソフトウェア技術
（高信頼ソフトウェア）

○地球温暖化対策技術
（高効率太陽光発電、水素エネルギーシステム）

○高度画像技術（３次元映像）
• 産業の一層の強化に向けた技術シーズ

• 新たな産業の形成を促す

(ⅰ)産業の国際競争力強化

○再生医療技術 （iPS細胞（※１） ）

○医療工学技術
（ブレイン・マシン・インターフェイス、
低侵襲医療機器、心機能人工補助装置）

○知能ロボット技術
（生活支援ロボット）

• 国民の安全・安心を確保する技術

• 国家基幹技術

(ⅲ)日本と世界の安全保障

○創薬技術
（ワクチン等）

○グリーン化学技術
（遺伝子組換え微生物利用、
エネルギー生産、新触媒）

○食料生産技術
（小麦・大豆等耐性・多収化、
ウナギ・マグロ完全養殖）

○希少資源対策技術
（レアメタル）

○新材料技術（新超伝導材料）

○国家基幹技術
（次世代スパコン、海洋地球観測システム、
Ｘ線自由電子レーザー、ＦＢＲ（※３）サイクル、
宇宙輸送システム）

○検知技術 （テラヘルツ波）

• 国民が健康で快適な生活を送るための技術

• 健康・医療産業

(ⅱ)健康な社会構築

【２３の革新的技術と５つの国家基幹技術】

※１ iPS（induced Pluripotent Stem cells）細胞：人工多能性幹細胞
※２ MEMS（Micro Electro Mechanical Systems）：機械要素部品と電子回路を一体化した微細なデバイス ※３ FBR（Fast Breeder Reactor）：高速増殖炉  
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平成２１年度科学技術振興調整費に「革新的技術推進費」を創設

年複数回の交付、年度をまたいだ予算執行

「革新的技術」を「資源配分方針」の最重要政策課題として位置づけ

平成２１年度科学技術振興調整費に「革新的技術推進費」を創設

年複数回の交付、年度をまたいだ予算執行

「革新的技術」を「資源配分方針」の最重要政策課題として位置づけ

革新的技術推進費の創設

「革新的技術」のうち資金投入すべきものを選定

革新的技術推進アドバイザーから世界の動向を把握

ロードマップの作成、ＰＤＣＡサイクルの確立、必要に応じて制度改革の実施

初期段階から所属組織の壁を越えたトップクラスの頭脳の結集

「革新的技術」のうち資金投入すべきものを選定

革新的技術推進アドバイザーから世界の動向を把握

ロードマップの作成、ＰＤＣＡサイクルの確立、必要に応じて制度改革の実施

初期段階から所属組織の壁を越えたトップクラスの頭脳の結集

「革新的技術」に係る研究開発のマネジメント

「先端医療開発特区」を創設

「健康研究推進会議」において１１月を目途に採択課題を決定

「先端医療開発特区」の成果を踏まえ、それ以外への拡大を検討

「先端医療開発特区」を創設

「健康研究推進会議」において１１月を目途に採択課題を決定

「先端医療開発特区」の成果を踏まえ、それ以外への拡大を検討

「スーパー特区」制度等を活用した革新的技術モデル事業の実施

オールジャパン体制で研究開発を加速

 

 

革新的技術のシーズを生み育てる研究資金供給の実現

挑戦的かつ高い目標設定の基礎研究への投資挑戦的かつ高い目標設定の基礎研究への投資
競争的資金の拡充、「大挑戦研究枠」を設定

切れ目のない研究資金供給切れ目のない研究資金供給
継続的な支援システムの構築、競争的資金間の連携システムの確立

競争的資金に係るルールの統一化競争的資金に係るルールの統一化

未知の分野に挑戦する人材の確保

トップクラス人材の流動性確保と育成・獲得トップクラス人材の流動性確保と育成・獲得
魅力ある研究・生活環境の整備、女性や若手の活躍拡大に向けた支援の充実

次の世代の挑戦する人材の確保次の世代の挑戦する人材の確保
「コア・サイエンス・ティーチャー養成拠点構築事業」
「スーパーサイエンスハイスクール支援事業」

 
出典：内閣府作成 
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資料５－２－４：環境エネルギー技術革新計画 

平成２０年５月１９日 第７５回総合科学技術会議決定 

出典：ＩＰＣＣ（気候変動に関する政府間パネル）第３次報告書から作成

○人間活動から排出されるCO2が、森林や海洋が吸収できる量を越え、大気中に蓄積され、
CO2濃度が上昇。

○CO2などの温室効果ガスの影響により、過去100年間で平均気温が0.74℃上昇
最近50年間の気温上昇傾向は、過去100年間のほぼ２倍。

○人間活動から排出されるCO2が、森林や海洋が吸収できる量を越え、大気中に蓄積され、
CO2濃度が上昇。

○CO2などの温室効果ガスの影響により、過去100年間で平均気温が0.74℃上昇
最近50年間の気温上昇傾向は、過去100年間のほぼ２倍。

地球温暖化問題を解決するために、低炭素社会を実現することが必要

２０５０年までに世界の温室効果ガス排出量を半減するという
長期目標を見据えた戦略として「環境エネルギー技術革新計画」を策定

線形トレンド

データからひいた曲線

10年ごとの誤差範囲
(5~95%)

100年間の上昇ライン

50年間の上昇ライン

最近２５年間

線形トレンド

データからひいた曲線

10年ごとの誤差範囲
(5~95%)

100年間の上昇ライン

50年間の上昇ライン

最近２５年間

出典：IPCC第４次報告書大気のＣＯ２量 ７，３００ 億トン炭素（年々増加 ３２億トン炭素）

海洋
３８０，０００ 億トン炭素

海洋吸収
１７億トン炭素/年

植物 ５，０００ 億トン炭素
土壌 １５，０００ 億トン炭素

陸域吸収
１４億トン炭素/年

人間活動
（化石燃料等）

６３億トン炭素/年

光
合
成

呼
吸 放

出

吸
収

大気のＣＯ２量 ７，３００ 億トン炭素（年々増加 ３２億トン炭素）

海洋
３８０，０００ 億トン炭素

海洋吸収
１７億トン炭素/年

植物 ５，０００ 億トン炭素
土壌 １５，０００ 億トン炭素

陸域吸収
１４億トン炭素/年

人間活動
（化石燃料等）

６３億トン炭素/年

光
合
成

呼
吸 放

出

吸
収

 
 

国際的な低炭素社会の実現により、
①エネルギー安全保障 ②環境と経済の両立 ③開発途上国への貢献

を達成

○短中期的対策（～2030年）
・削減効果の大きな技術
供給側：軽水炉の高度利用、高効率火力発電 等
需要側：ハイブリッド車、電気自動車、

燃料電池自動車、高効率ヒートポンプ 等

・地域全体で削減するための技術
民生：省エネ住宅、HEMS/BEMS（※１） 等
地域：バイオマス利活用技術、

交通・物流の高度化（ITS（※２）） 等

・削減効果を高めるための技術の連携
高効率火力発電と二酸化炭素回収・貯留（CCS（※３））

○中長期的対策（2030年～）
・削減効果の大きな技術
次世代軽水炉、第３世代太陽電池 等

・技術のﾌﾞﾚｰｸｽﾙｰを実現する基盤技術

・超長期的に実現が期待される技術

○技術の普及策と必要な制度改革
・社会への普及策
トップランナー制度の対象製品拡充
環境・エネルギー性能に応じた優遇措置

・社会システム改革
環境モデル都市やモデル事業の実施
環境性能表示、認証制度整備

・官民の役割分担
実証・普及段階での促進策などの環境整備

・社会の啓発
国民の省エネルギー意識の向上

・人材育成
大学等における基盤研究機能の強化
次世代の技術を担える人材の育成

低炭素社会実現に向けた我が国の技術戦略

※１ HEMS(Home Enegy Management System)/BEMS(Building Enegy Manegement System)：住宅やビル、さらには地域がネットワークを介してエネルギー計測・
管理を行う省エネ技術（例：人を自動的に感知して照明を自動的にON/OFF等）

※２ ITS(Intelligent Transport Systems)：高度道路交通システム ※３ CCS(Carbon dioxide Capture and Storage)：二酸化炭素回収・貯留  
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出典：内閣府作成 
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資料５－２－５：知的財産戦略 

平成２０年５月１９日 第７５回総合科学技術会議決定 

◆最近の科学技術動向
• ｉＰＳ細胞技術（日本発の革新的技術）の出現

•情報通信関連技術を中心としたオープンイノベーションの考え方の拡大
•環境・エネルギー問題の重要課題化
•意図せざる技術流出問題の発生

◆今後の知財上の視点

•グローバル化への対応

•先端技術分野への対応

•産学官連携等への対応

641
829

2,462

5,994

8,527
9,090

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

H13 H14 H15 H16 H17 H18

外国出願件数

国内出願件数

大学等における特許出願件数

641
829

2,462

5,994

8,527
9,090

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

H13 H14 H15 H16 H17 H18

外国出願件数

国内出願件数

大学等における特許出願件数

平成１４年より、毎年「知的財産戦略について」を取りまとめ、関係大臣に意見具申

大学等における知財体制等の整備

特許出願件数3.7倍 （H18／H15）

先端技術分野における知財の創造保護活用

分野別知財戦略の策定（H19.12）

産学官連携の推進

承認TLO 48機関

認定TLO 4機関の設立 （H20.4現在）

知的財産人材の育成

知財専門職大学院の開設（H17.4） 等

総合科学技術会議におけるこれまでの取組

最近の動向と知財上の視点

 
 

国際競争力の強化

海外での知的財産権取得の強化

環境関連技術への対応

オープンイノベーション促進への対応

• 「知財の目」で研究開発をみるという観点から、研究開発の
「入口」から「出口」を見通した知的財産政策の充実
• 研究開発プロジェクトに、知的財産戦略を構築するための
人材として、知財プロデューサーを投入

• 権利強化のための助言等による、海外での強い特許権の
取得

• 知的財産を外国で戦略性をもって十分に権利確保できるよう
支援の充実

• 知的財産に関連する技術移転について成功事例等を紹介

• M&A等により特許権等が移転した場合のライセンシーの保護
を図るための、改善された通常実施権登録制度の周知

◆グローバル化への対応

産学官連携強化による知財戦略の推進

知財人材育成・人材確保の強化

知財情報の活用の促進

◆産学官連携等への対応

• 国際的な産学官連携体制の強化や国公私立大学間連携等
による地域の多様な知的財産活動体制の構築など、大学
等の主体的かつ多様な特色のある取組みを重点的に支援

• 大学等における、 知的財産関係の教育課程の充実・工夫
（例えば、知的財産関係科目の開設や受講の拡充、実務
家教員の受入れ、産業界と連携したプログラム開発）

• 研究活動における特許マップの利活用促進
• 特許･論文情報統合検索システムの利用促進
• 特許電子図書館（ＩＰＤＬ）の充実（外国文献の充実、検索の
容易化）

◆先端技術分野への対応
ｉＰＳ細胞関連技術等の知財保護の検討の開始

リサーチツール特許等DBの構築と活用

知財を考慮した研究課題の選考

• iPS細胞関連技術を含めた先端医療分野における適切な知的財産保護のあり方について、直ちに検討を開始し、早急に結論を得る。

• ライフサイエンス分野におけるリサーチツール特許等統合DBを構築する。
大学・研究機関のリサーチツール特許等が当該データベースに円滑に登録、更新され、その活用を促進する。

• 目的基礎研究に関する競争的資金の研究課題の選考の基準に知的財産戦略に関する項目を入れる。  

出典：内閣府作成 
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資料５－２－６：科学技術による地域活性化戦略 

平成２０年５月１９日 第７５回総合科学技術会議決定 

企業

企業

企業

大学

金融

機関 研究

機関

自治体

８府省１７施策の連携強化

地域科学技術施策の成果地域科学技術施策の成果

特許出願件数２，２３０件

事業化件数８０３件

５万件の新事業創出
８００件の創業
クラスター参画企業１社当たり平均売上高の増加
（Ｈ12年度：32億円→Ｈ17年度：36億円）

課 題課 題

知的クラスター創成事業 産業クラスター計画

地域科学技術クラスター連携施策群

① 試作した技術を事業化する主体が地域内に存在しない。

② 開発した先端的な技術の市場が開拓できない。

③ 地域科学技術施策の相乗効果が発揮されていない。

一定の成果を上げてはいるが

人 材人 材

・優秀なコーディネーター人材の不足

・研究・開発人材の不足（流出）

・大学、企業など、地域としての統一

ビジョンがない

地 域 マ ネ ジ メ ン ト地 域 マ ネ ジ メ ン ト

・大学の産学官連携機能が弱い

・イノベーション創出拠点形成が不十分

・事業化支援策が不十分

・組織の枠を超えた地域内連携が不十分

・地域を超えた広域連携が不十分

内外 とのつながり力内外 とのつながり力

大学等の産学官連携大学等の産学官連携

１．現状について

 

 

基本的視点基本的視点 地域科学技術施策本来の目的である「地域の活性化」と、それによる

「国の国際競争力強化」を効果的・効率的に達成するために、

地域の独自性と国全体としての多様性の確保 （多様性強化戦略多様性強化戦略）

「グローバル科学技術拠点」候補への重点投資 （グローバル拠点強化戦略グローバル拠点強化戦略）

新 し い ビ ジ ョ ン と し て 地 域 拠 点 の 「 エ コ シ ス テ ム 形 成 」

１．

２．

３．

（グローバルレベル）

科
学
技
術
に
よ
る
地
域
活
性
化
の
程
度

（
例
え
ば
、
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
力
、
科
学
技
術
の
レ
ベ
ル
な
ど
） 多 様 性 強 化 戦 略

地域Ａ 地域Ｂ 地域Ｃ 地域Ｄ 地域Ｅ

グローバル拠点強化戦略

「多様性強化戦略」による

地域主体の成長

「多様性強化戦略」による

地域主体の成長

グローバルレベルの拠点に対する

「グローバル拠点強化戦略」による成長

グローバルレベルの拠点に対する

「グローバル拠点強化戦略」による成長

３

新製品新製品
・新技術の創出・新技術の創出

成
長

資金の流入
・研究資金
・エンジェル税制

コア機関
(マネジメント)

ベンチャー

人材の流入･流動･定着
・コーディネーター等の育成
・ポスドクの活用
・奨学金

国の制度改革
・受注機会の拡大 ・試験研究設備の共同利用
・交付税措置 ・大学発ベンチャーに対する出資

連携強化
・産学官・金融連携
・中小企業と大手企業の連携

企業
企業

大学

金融

機関 研究

機関

自治体

マネジメントの強化
・ビジョンの共有
・PDCAサイクル

大学の産学官連携機能
の強化
・産学官連携体制の強化
・研究施設開放

２つの戦略に基づく各種施策多様性強化戦略とグローバル拠点強化戦略

２．多様性強化、グローバル拠点強化による「エコシステム」形成

 

出典：内閣府作成 




